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稲沢市子ども・子育て支援事業計画の状況について〔令和５年１２月１５日〕 
 

１ はじめに 

稲沢市子ども・子育て支援事業計画は、子ども・子育て支援法に基づき、子ども・子育て支

援新制度に対応して策定している市の計画です。計画期間は、５年間となっており、現在の第

２期稲沢市子ども・子育て支援事業計画の計画期間は、令和２年度から令和６年度までとなっ

ています。 

計画の内容としては、保育園や幼稚園などの整備、地域子ども・子育て支援事業の実施につ

いて、利用状況の把握や保護者への調査等を踏まえて、目標の実現に向けた個別施策、必要と

される量の見込み、その提供体制の確保の内容及び実施時期などを定めています。 

 

２ 令和４年度実績値、令和５年度以降見込みの変更について 

保育園や幼稚園などの整備、地域子ども・子育て支援事業の実施について、令和４年度のニ

ーズ量の実績及び令和５年度以降の提供量等の変更点をまとめましたので、以下のとおり報告

します（下線部分）。 

 

＜教育・保育の提供体制＞ 
 

【令和４年度】 

○全体 

   令和４年度 

   １号 ２号 ３号 

   
３歳以上

教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要    
教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）人口推計による児童数 3,225 人 2,012 人 951 人 

需要率 32.4％ 6.3％ 63.9％ 50.6％ 20.2％ 

ニーズ量の見込み 

ニーズ量の実績値 

1,046 人 

957 人 

203 人 

391 人 

2,062 人 

1,789 人 

1,019 人 

975 人 

192 人 

199 人 

提
供
量 

（
確
保
方
策
） 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
96 人 2,791 人 1,009 人 201 人 

特定地域型 

保育事業所 

小規模保育 

事業所 
－ － 35 人 15 人 

企業主導型保

育施設 

企業主導型保育

施設の地域枠 
－ 2 人 20 人 10 人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 
1,035 人 － － － 

提供量合計 1,131 人 2,793 人 1,064 人 226 人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 85 人 528 人 45 人 34 人 
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○区域別 

   東部 西部 

   ２号 ３号 ２号 ３号 

   

３歳以上 

保育が 

必要 

１・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 

３歳以上 

保育が 

必要 

１・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 

ニーズ量の見込み 

ニーズ量の実績値 

1,470 人 

1,493 人 

702 人 

737 人 

139 人 

161 人 

795 人 

687 人 

317 人 

238 人 

53 人 

38 人 

提
供
量 

（
確
保
方
策
） 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
1,656 人 684 人 140 人 1,135 人 325 人 61 人 

特定地域型 

保育事業所 

小規模保育 

事業所 
－ 35 人 15 人 － 0 人 0 人 

企業主導型保

育施設 

企業主導型保育

施設の地域枠 
1 人 18 人 9 人 1 人 2 人 1 人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 
－ － － － － － 

過不足分（提供量－ニーズ量） 187 人 35 人 25 人 341 人 10 人 9 人 
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【令和５年度】 

○全体 

   令和５年度 

   １号 ２号 ３号 

   
３歳以上

教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要    
教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）人口推計による児童数 3,095 人 1,970 人 936 人 

需要率 32.4％ 6.3％ 63.9％ 51.7％ 20.5％ 

ニーズ量の見込み 1,004 人 195 人 1,979 人 1,019 人 192 人 

提
供
量 

（
確
保
方
策
） 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
96 人 2,644 人 1,010 人 197 人 

特定地域型 

保育事業所 

小規模保育 

事業所 
－ － 35 人 15 人 

企業主導型保

育施設 

企業主導型保育

施設の地域枠 
－ 2 人 20 人 10 人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 
1,035 人 － － － 

提供量合計 1,131 人 2,666 人 1,065 人 222 人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 127 人 492 人 46 人 30 人 

 

 

 

○区域別 

   東部 西部 

   ２号 ３号 ２号 ３号 

   

３歳以上 

保育が 

必要 

１・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 

３歳以上 

保育が 

必要 

１・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 

ニーズ量の見込み 1,434 人 707 人 139 人 740 人 312 人 53 人 

提
供
量 

（
確
保
方
策
） 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
1,536 人 681 人 133 人 1,108 人 329 人 64 人 

特定地域型 

保育事業所 

小規模保育 

事業所 
－ 35 人 15 人 － 0 人 0 人 

企業主導型保

育施設 

企業主導型保育

施設の地域枠 
1 人 18 人 9 人 1 人 2 人 1 人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 
－ － － － － － 

過不足分（提供量－ニーズ量） 103 人 27 人 18 人 369 人 19 人 12 人 
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【令和６年度】 

○全体 

   令和６年度 

   １号 ２号 ３号 

   
３歳以上

教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要    
教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）人口推計による児童数 3,054 人 1,933 人 923 人 

需要率 32.4％ 6.3％ 63.9％ 52.7％ 20.8％ 

ニーズ量の見込み 991 人 193 人 1,953 人 1,019 人 192 人 

提
供
量 

（
確
保
方
策
） 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
96 人 2,644 人 1,010 人 197 人 

特定地域型 

保育事業所 

小規模保育 

事業所 
－ － 35 人 15 人 

企業主導型保

育施設 

企業主導型保育

施設の地域枠 
－ 2 人 20 人 10 人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 
1,035 人 － － － 

提供量合計 1,131 人 2,666 人 1,065 人 222 人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 140 人 520 人 46 人 30 人 

 

 

 

○区域別 

   東部 西部 

   ２号 ３号 ２号 ３号 

   

３歳以上 

保育が 

必要 

１・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 

３歳以上 

保育が 

必要 

１・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 

ニーズ量の見込み 1,428 人 710 人 140 人 718 人 309 人 52 人 

提
供
量 

（
確
保
方
策
） 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
1,536 人 681 人 133 人 1,108 人 329 人 64 人 

特定地域型 

保育事業所 

小規模保育 

事業所 
－ 35 人 15 人 － 0 人 0 人 

企業主導型保

育施設 

企業主導型保育

施設の地域枠 
1 人 18 人 9 人 1 人 2 人 1 人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 
－ － － － － － 

過不足分（提供量－ニーズ量） 109 人 24 人 17 人 391 人 22 人 13 人 
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＜地域子ども・子育て支援事業の提供体制＞ 
 

（１）時間外保育事業 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

利用者数 1,902 人 1,942 人 1,877 人 

実施箇所数 29 か所 31 か所 31 か所 

実施園 
公立：丸甲、長岡、山崎、法立を除く 14 園 

私立、小規模保育事業所：全園 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
2,009 人 

930 人 

2,009 人 

1,008 人 

2,009 人 

961 人 
2,009 人 

 

2,009 人 

 

実施箇所数 

（確保方策） 
31 か所 31 か所 31 か所 31 か所 31 か所 

提供量 
2,009 人 

930 人 

2,009 人 

1,008 人 

2,009 人 

961 人 
2,009 人 

 

2,009 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 
 

 

（２）休日保育事業 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

利用者数 61 人 67 人 55 人 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
131 人 

69 人 

129 人 

154 人 

126 人 

107 人 
124 人 

 

121 人 

 

提供量 
131 人 

69 人 

129 人 

154 人 

126 人 

107 人 
124 人 

 

121 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 
  

※見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

※見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 
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（３）放課後児童健全育成事業 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

利用者数 

低学年 1,085 人 1,202 人 1,166 人 

高学年 303 人 316 人 355 人 

クラブ数 26 か所 25 か所 25 か所 

実施小学校区 23/23 学区 23/23 学区 23/23 学区 

実施箇所 

稲沢西、小正、稲沢東、稲沢東第２、高御堂、大里西、片原一色、清水、国分、下津、

下津第２、千代田、坂田、大里東、大里東第２、稲沢北、領内、丸甲、長岡、祖父江、

牧川、山崎、法立、三宅、六輪、信竜 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
1,583 人 

1,253 人 

1,554 人 

1,457 人 

1,542 人 

1,619 人 
1,527 人 

 

1,478 人 

 

実施箇所数 

（確保方策） 
26 か所 26 か所 26 か所 26 か所 26 か所 

実施小学校区 23/23 学区 23/23 学区 23/23 学区 23/23 学区 23/23 学区 

提供量 
1,583 人 

1,253 人 

1,554 人 

1,457 人 

1,542 人 

1,619 人 
1,527 人 

 

1,478 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 
 

 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

利用者数 0 人 0 人 0 人 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
0 人 

0 人 

0 人 

16 人 

0 人 

0 人 
0 人 

 

0 人 

 

実施箇所数 

（確保方策） 
3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

提供量 
0 人 

0 人 

0 人 

16 人 

0 人 

0 人 
0 人 

 

0 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 

※いなッピークラブにおける実施を含みます。 

※見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

※ニーズ量に応じて、提供量は０人としていますが、ニーズがあった際には、対応できるよう提供体制は整えています。 
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（５）地域子育て支援拠点事業 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

利用者数 60,351 人 54,792 人 51,732 人 

実施箇所数 13 か所 13 か所 14 か所 

実施箇所 

子育て支援センター：中央、平和、長野、信竜、文教 

児童館・児童センター：西町さざんか、小正すみれ、高御堂カトレア、大里オリーブ、

明治スズラン、下津クローバー、千代田ヒナギク、大里東チューリップ、祖父江あじ

さい、平和さくら 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
58,637 人 

44,470 人 

57,855 人 

49,925 人 

56,538 人 

55,217 人 
55,451 人 

 

54,497 人 

 

実施箇所数 

（確保方策） 
15 か所 15 か所 15 か所 15 か所 15 か所 

提供量 
58,637 人 

44,470 人 

57,855 人 

49,925 人 

56,538 人 

55,217 人 
55,451 人 

 

54,497 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 
 

 

（６）幼稚園における一時預かり事業 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

年延べ利用者数 7,096 人 7,124 人 5,542 人 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
7,224 人 

7,605 人 

7,224 人 

9,676 人 

7,224 人 

11,602 人 
7,224 人 

 

7,224 人 

 

実施箇所数 

（確保方策） 
5 か所 5 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

提供量 
7,224 人 

7,605 人 

7,224 人 

9,676 人 

7,224 人 

11,602 人 
7,224 人 

 

7,224 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

実施園 ぶんきょう、しんわ、大里双葉、祖父江、六輪(令和 3年度末まで) 

 

 
  

※見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

※見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 
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（７）保育園等における一時預かり事業 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

年延べ利用者数 5,519 人 5,540 人 5,235 人 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
5,912 人 

3,501 人 

5,912 人 

2,457 人 

5,912 人 

3,304 人 
5,912 人 

 

5,912 人 

 

実施箇所数 

（確保方策） 
6 か所 6 か所 6 か所 6 か所 6 か所 

提供量 
5,912 人 

3,501 人 

5,912 人 

2,457 人 

5,912 人 

3,304 人 
5,912 人 

 

5,912 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

実施園 子生和、高御堂中央、牧川、みのり、信竜、明治、信竜国府宮(令和 5 年度から) 

 

 
 

 

（８）病児・病後児保育事業 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

利用者数 33 人 22 人 24 人 

 

 
 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
40 人 

14 人 

39 人 

37 人 

38 人 

44 人 
36 人 

 

36 人 

 

提供量 
40 人 

14 人 

39 人 

37 人 

38 人 

44 人 
36 人 

 

36 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 
  

※見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

※ファミリー・サポート・センターの利用 

※見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 
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（９）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

利用者数 3,705 人 3,313 人 3,460 人 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
3,531 人 

2,366 人 

3,490 人 

2,713 人 

3,444 人 

2,534 人 
3,391 人 

 

3,294 人 

 

提供量 
3,531 人 

2,366 人 

3,490 人 

2,713 人 

3,444 人 

2,534 人 
3,391 人 

 

3,294 人 

 

過不足 

（提供量－ニーズ量） 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 
 

 

（10）利用者支援事業 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元） 

実施箇所数 2 か所 2 か所 2 か所 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニ ー ズ 量

の実績値 

基本型・

特定型 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 
1 か所 

 

1 か所 

 

母 子 保

健型 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 
1 か所 

 

1 か所 

 

実施箇所数 

（確保方策） 

基本型・

特定型 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 
1 か所 

 

1 か所 

 

母 子 保

健型 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

1 か所 

 

1 か所 

 

実施箇所 特定型：保育課 、母子保健型：子育て世代包括支援センター 

 

（11）妊産婦に対する健康診査 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

妊娠届出数 1,060 人 1,024 人 934 人 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
1,142 人 

926 人 

1,122 人 

901 人 

1,099 人 

819 人 
1,074 人 

 

1,050 人 

 

実施体制 

（確保方策） 
保健センターにて交付 

 

※見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 
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（12）乳児家庭全戸訪問事業 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

訪問数 1,260 人 1,014 人 892 人 

訪問率 96.2％ 98.2％ 96.7％ 

 

 
 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
873 人 

864 人 

858 人 

841 人 

840 人 

820 人 
821 人 

 

803 人 

 

実施体制 

（確保方策） 
助産師 8名、保健師 15 名、主任児童委員 15 名 

 

 

（13）養育支援訪問事業等 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31（令和元）年度 

訪問件数 169 人 66 人 85 人 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
56 人 

147 人 

55 人 

89 人 

54 人 

59 人 
53 人 

 

51 人 

 

実施体制 

（確保方策） 
保健師 15 名 

 

 

（14）実費徴収に係る補足給付事業 

平成３１年度実績  173人 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

ニーズ量の実績値 
100 人 

96 人 

100 人 

157 人 

100 人 

148 人 
100 人 

 

100 人 

 

提供量 
100 人 

96 人 

100 人 

157 人 

100 人 

148 人 
100 人 

 

100 人 

 

 

  

※訪問数には、不在や乳児と会えなかったケースを含む。平成 30 年度は、市外含む。 
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３ 計画の追加及び修正について 

（1）個別施策の追加 

① 個別施策：伴走型相談支援事業の実施（計画Ｐ.４４、１－③－１０に追加） 

⇒令和５年２月から伴走型相談支援事業の一環として妊娠期からの様々なニーズの 

把握や必要な支援につながるようにアンケートを実施。 

 

（２）個別施策の修正 

① 個別施策：稲沢市久納奨学基金奨学金事業（計画Ｐ.５５、３－③－５） 

⇒所管課の変更 庶務課から学校教育課へ 

② 個別施策：犯罪等の防止に配慮した環境設計の推進 ほか 

（計画Ｐ.５６、３－④－５．６．７．１０） 

⇒所管課の変更 危機管理課から総務課へ 

 ③ 個別施策：ポルトガル語による相談事業の実施 ほか 

（計画Ｐ.５６、３－⑤－１.２） 

⇒所管課の変更 秘書広報課から地域協働課へ 

 

  【その他】令和4年度は、令和３年度と同様に新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、

中止・縮小、形態を変更して実施した事業・イベント等が発生しました。 

 

 


